
１． 三重県環境保全基金の残高等
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２． 保有割合

⑧

⑨

⑩

保有割合の算定根拠
　

運用型：運用益見込額÷事業費（次年度見込額）
　

取崩型：基金残高÷事業費（次年度から終了年度までの見込額）

３． 事業一覧

合計 一般財源等 基金充当額

1 4,356,000 4,156,000 200,000 27.5% 1,000,000 11,225,000

2 0

4,356,000 4,156,000 200,000 1,000,000 11,225,000

４．基金事業の目標に対する達成度

成果実績

目 標 値

達 成 度

2013年度比27.5％削減

三重県における民生家庭部門（家庭部門・業務その他部門）の温室効果ガス排出量について、2030年度まで
に2013年度比66.4％削減を達成する。
（目標年度2027年（2025年度実績）では46.9％削減の3,359千ｔ－CO2）

2013年度比46.9％削減

59%

備考金額（単位:円）

負担附寄附金等

内訳

うち、国費相当額

うち、地方負担相当額

うち、負担附寄附金等

0

200,000
(378,068,794)

内訳は下表のとおり

402,331,775
(2,970,793,570)

200,025,817
(200,025,817)

202,305,958
(2,770,767,753)

（＝①＋②＋③＋④－⑤－⑥）

番号 事業名

三重県地球温暖化防止活動推進員支援事業

保有割合 =（⑧／⑨）

1,000,000

⑦

基金運用益（次年度見込額）

事業費（次年度見込額）

次年度の基金類型 運用型

400,333,441
（2,828,242,466)

45,306
(320,071)

内訳

うち、国費相当額

うち、地方負担相当額

うち、負担附寄附金等

達成度

成果指標

基金残高

その他収入
2,153,028

(520,299,827)

基金運用益

返納額

基金執行額（処分額）

金額（単位:円）

合　　　計

基金総額（前年度末基金残高）

200,003,183
(200,003,183)

200,330,258
（2,628,239,283）

①

※三重県の環境保全基金は、(a)国費2億円・県費2億円＋県独自の追加造成による基金、(b)法人県民税の超過課税で造成する基金（全額県
費）、(c)産業廃棄物税で造成する基金（全額県費）に分けて充当事業や残高を管理しており、金額欄には(a)の金額及びカッコ書きで(a)(b)(c)の
総額を記入しています。
また、事業一覧には、(a)を充当している事業について記入しています。

（別添様式２）

事業費
（次年度）

事業費
（終了まで）

備　考

事業費
備考

6.51%

65,141



事業番号１

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

令和４年度 事業報告書

事 業 名 三重県地球温暖化防止活動推進員支援事業 新規・継続区分 継続

　三重県における民生家庭部門（家庭部門・業務その他部門）の温室効果ガス排出量について、2030年度までに
2013年度比66.4％削減を達成する。（目標年度2027年（2025年度実績）では46.9％削減の3,359千ｔ－CO2）

　地球温暖化対策を着実に進めるため、令和３年３月に作成し、令和５年３月に改定した「三重県地球温暖化対策総合計
画」に基づき、県民や事業者などあらゆる主体が温室効果ガスの排出削減に向けて主体的に取り組むために、啓発等により
各主体における排出量の削減に向けた取組を促進しました。

・地球温暖化対策の推進に関する法律
・三重県地球温暖化対策推進条例
・三重県地球温暖化対策総合計画
・三重県環境基本計画

成果目標を達成することを目的として、以下の事業を実施しました。
三重県地球温暖化防止活動推進員支援事業
　　温室効果ガスの排出量の伸びが著しい家庭部門における排出量を削減するため、三重県地球温暖化防止活動推進セン
　ターを拠点に地球温暖化防止活動推進員による出前講座やイベント等の地球温暖化防止に係る啓発活動を通じて、家庭
　における自主的な取組を促進しました。

事 項 名 開始年度 平成29年度

担当部署 環境生活部地球温暖化対策課 終了年度 令和9年度


